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（１）施設の長寿命化計画の背景・目的等 

 

①  背景 

奈良教育大学は、明治21（1888）年に奈良県尋常師範学校として創設されて以来、130有余年の歴史を有する、地域

の教育とともに歩む教員養成大学である。昭和18年の奈良県女子師範学校の合併、昭和19年の奈良県青年師範学校の

合併等を経て、昭和24（1949）年5月に新学制発布のもと奈良学芸大学が設置され、昭和41（1966）年に奈良教育大学

と改称し、現在に至っている。 

本学の施設整備は、大学が現在地である高畑町に移転した昭和33年（1958年）から始まり、昭和54年（1979年）頃

には現存の講義棟、図書館、研究棟、体育館、附属小学校校舎、附属幼稚園園舎等の、教員養成大学として教育研究

に必要な基本的施設が整った。その後は、講堂、情報館、美技棟、水泳プール、附属小学校特別教室棟等、社会変化

に対応するために必要な施設等を整備するとともに、老朽化した建築物の改修整備を行ってきた。また、平成7年

（1995年）1月に発生した阪神・淡路大震災を契機に「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」が

制定され、緊急性が高いとされるIs値0.7未満の建築物については耐震補強工事を行い、耐震診断の努力義務が課せら

れた規模（大学は階数3階以上かつ床面積の合計1,000㎡以上）の建築物については、平成26年（2014年）に耐震補強

がすべて完了した。 

しかしながら、一方で、築40年以上の建築物が3割を占める等、老朽化が進行しており、今後、大規模改修や建替に

多額の費用が必要となると考えられる。本学では、近い将来、大学院改組や、奈良女子大学との法人統合が予定され

ており、これらに対応する施設整備、適正な施設の維持管理が求められている。 

また、教育の実践研究および教育実習を行う機関として、幼稚園・小学校・中学校と3つの附属学校園が設置され、

合わせて約1,200人の園児・児童・生徒が在学しているが、附属学校園の施設も大学と同様に老朽化が進んでおり、修

繕が必要な建築物や設備が増えている。劣化は着々と進行しており、適宜応急処置等の対応を行っているが、その費

用に予算の多くを取られており、遅々として改修が進まない状況に置かれている。 

国立大学法人は、人材の育成、教育研究の推進、地域活性化の拠点として重要な役割を果たしている。しかしなが

ら、国から交付される補助金や交付金が減少する中で、維持管理費の確保等、経営面での大きな課題が生じている。 

このような状況を踏まえ、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２月１４日閣議決

定）が示され、老朽設備の改善が推進された。 

他方、平成24年12月に発生した中央自動車道笹子トンネル天井落盤事故を受け、「インフラ長寿命化計画」（インフ

ラ老朽化対策の推進に関する関係府省庁連絡会議決定）（以下、「基本計画」という。）が策定され、政府全体の取

組として、国民生活や社会経済活動を支えるインフラに関する維持管理等の方向性が示された。平成27年3月には「文

部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」が策定された。 

これを受け本学は、施設の整備等を着実に推進するための中長期的な方向性を明らかにするため、「奈良教育大学

インフラ長寿命化計画（行動計画）（以下、「行動計画」）という。」を平成28年3月に策定した。また、高畑団地の

整備方針を定めた「奈良教育大学キャンパスマスタープラン（以下、「マスタープラン」）という。」についても、

平成31年度に見直しを行ったところである。 
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国立大学法人等施設整備費予算額の推移（令和2年6月5日現在）（出典：文部科学省） 
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②  目的 

「国立大学法人奈良教育大学 インフラ長寿命化計画（個別施設計画）（以下、「本計画」）という。」は、上記の

背景を踏まえて、本学が保有する施設の維持管理等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする

ことを目的として策定する。建築物を総合的観点で捉え、部位毎に調査した健全度をもとに、長寿命化できる建築物

は長寿命化するとともに、教育環境の機能改善も考慮しながら適正に改修・建替等を検討するため、これに要するコ

ストの縮減と平準化を図る計画とする。 

本計画を策定することにより、建築物・設備の不具合や、教育研究活動中断期間を減らすことにつながり、結果と

して、良好な教育研究機能の維持に貢献することができる。 

なお、本計画は「行動計画」及び「マスタープラン」に基づく学校建築物の個別施設計画として位置づけて策定して

いくこととし、これらに基づき、保有施設長寿命化に向けた取組を一層推進する計画である。 

 

③  計画期間 

計画期間は2020年から2100年までの80年間とする。 

本計画は80年の長期に渡るものであり、この間に上位計画の追加・「マスタープラン」の見直しや建築基準法等の

関連法規・制度の改定が行われることも想定される。また、事業の推進体制や整備水準等については、実施される工

事の状況や改修・建替後の運用状況により、適宜改善していく必要がある。このため、本計画は見直しの必要が生じ

た場合は、状況に応じて適宜見直すこととする。 

 

④  対象施設 

本計画の対象とする施設は、「行動計画」に基づき、安全性・経済性の観点から、計画的な点検・診断、修繕・建

替等を実施する必要があると考えられる延床面積50㎡以上の建築物とし、附属学校園及び学生寄宿舎も対象に含める

こととする。対象団地は、主要団地（高畑、佐保田（附属中学校））に加え、上高畑（国際学生宿舎）、紀寺（女子

寄宿舎）の4団地とし、自然環境教育センター2団地（白毫寺、大塔）は、大塔団地の豪雨災害に伴い、今後の活動計

画が未定であるため、本計画の対象外とする。また職員宿舎は、国から交付される補助金を用いて整備することがで

きず、今後の活用計画が未定であることから、本計画の対象外とする。 

なお、50㎡未満の倉庫等小規模建築物については、自己財源で修繕・改修を行うことを基本とし、必要に応じてこ

れらの建築物の集約化や除却（とりこわし）を行う。 

また、主要団地である高畑団地・佐保田団地の屋外給排水管、屋外電力線等のライフラインは、重要なインフラとし

て、本計画対象に含めることとした。 

 

＜対象建築物＞ 

高畑団地（大学・附属幼稚園・附属小学校） 53棟 

上高畑団地（国際学生宿舎） 2棟 

紀寺団地（女子学生寄宿舎（橘宿舎）） 2棟 

佐保田団地（附属中学校） 8棟 

合計65棟 

※ 対象建築物は、延床面積で50㎡以上とする。 

  ライフラインは常に安定稼働するよう、点検・修理等、重点的かつ計画的に維持管理を行う。 
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（２）施設の目指すべき姿 

本学が掲げる理念や方針を基本として、それらを実現するために建築物としてどのような機能・性能が必要となる

かを検討し、目指すべき姿を示す。 

 

１． 安全性 

機能面 運営面 

・耐震診断及び耐震化の実施 

・老朽化対策 

・事故防止対策 

・防犯対策 

・アスベスト等の健康対策 

・避難所としての防災機能の整備 

・学校安全計画の作成・実施 

・安全点検等の実施状況（日常点検・定期点検） 

・点検結果に基づく修繕等の実施状況 

 

 

 

２． 快適性 

機能面 運営面 

• 室内環境の整備（換気、採光、照明、温熱環境等の

設備など） 

• バリアフリー設備の整備（スロープ、車いす使用者

対応便所など） 

• 環境衛生に関する点検の実施（換気、採光、照明、温熱

環境等の点検） 

 

 

３．教育・研究活動への適応性 

機能面 運営面 

• 教育・研究環境の量的な整備（適切な学習スペース

の確保など） 

• 情報環境の整備（学内LANの整備など） 

• 地域と連携した施設の整備 

• 学習活動における施設の活用状況の把握（研究室、演習

室、実験室等の効果的な活用など） 

• 校舎・校庭等の地域開放の実施状況 

 

 

４．環境への配慮 

機能面 運営面 

・環境を考慮した整備（木材利用、断熱性の向上、省

エネ型設備の導入など、自然環境や省エネルギー等

への配慮） 

 

・エネルギー管理の取組 

・資源の再利用等に関する取組（リデュース、リユース、

リサイクルなど） 

• 環境教育における施設・設備の活用 

 

５．経済性 

機能面 運営面 

・中長期の計画的・効率的な修繕・整備（中・長期の

修繕・整備のための計画作成など） 

 

• 既存施設を長く丁寧に使う取組 

• ランニングコストの適正化 
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（３）施設の実態 

① 施設の運営状況・活用状況等の実態 

１） 対象建築物一覧 

 

- 6 -



 

- 7 -



２）  在籍者数（令和２年５月１日現在） 
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３）施設の配置状況 

本学は、奈良県奈良市に位置しており、高畑団地には大学の他に附属学校園（幼稚園・小学校・中学校の特別支援

学級）も併設されている。また、高畑団地以外にも奈良市内に佐保田団地（附属中学校）、上高畑団地（国際学生宿

舎）、紀寺団地（女子学生寄宿舎（橘宿舎））、白毫寺団地（自然環境教育センター奈良実習園）、多門団地（職員

宿舎）、西笹鉾団地（職員宿舎）、北魚屋団地（職員宿舎）、東紀寺団地（職員宿舎）を有するほか、奈良県五條市

に大塔団地（自然環境教育センター奥吉野実習林）を保有している。 

これらのうち、主要団地（高畑団地・佐保田団地）に、学生寄宿舎（上高畑団地・紀寺団地）を加えた４団地を「長

期的に維持管理するキャンパス」と位置づけ、メリハリのある整備を行う方針とする。 

なお、延床面積50㎡未満の倉庫等の建築物は、インフラ長寿命化計画の対象外とする。 
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４）施設関連経費の推移 

本学の施設関連経費は、文部科学省の施設整備費補助金、（独）大学改革支援・学位授与機構の施設費交付金が支

出の大半を占めており、国から交付される予算に大きく依存している。そのため、整備の必要性を把握しながらも、

実施できていない案件が存在している。 
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５）施設の保有量 

本学の施設（延床面積50㎡以上の建築物）の保有面積は約53,593㎡であるが、経年25年以上の建築物が約49,834㎡

あり、全体の約93％を占めている。これらの建築物は更新時期を迎えている状況ではあるが、自己財源での整備が難

しいため、施設整備費補助金や施設費交付金に頼って毎年少しずつ整備を進めている。しかしながら、経年25年以上

の建築物の約56％（約28,156㎡）が大規模改修できていない状況である（一部改修済も含む）。 

15年後には経年25年以上の建築物の割合は約53,445㎡（全体の約99％）まで増加する試算となっており、大規模改

修できていない建築物（一部改修済を含む）も約31,367㎡（経年25年以上の建築物の約59％）まで増加する見込みで

ある。そのため、計画的に老朽改善改修を行い、安定した維持管理・更新が可能な仕組みを確立することが重要であ

る。 
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②建築物の老朽化状況の実態 

１）構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

文部科学省から配布された「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」のエクセルソフトの劣化状況調査票を用

いて構造躯体以外の劣化状況を把握する。屋根・屋上、外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備について部位ごとに

目視するとともに、全面的な改修年からの経過年数を基本としながら、事故歴などを考慮してＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４段

階で評価する。 

劣化状況評価の結果、「Ｄ評価」を受けた部位については、「要修繕ストック」として位置付けることとする。要

修繕ストックを放置し続けることは、教育・研究活動に影響を及ぼすだけでなく、建築物の寿命を縮めることになり

かねないため、長寿命化改修まで必要な性能を保つことができるように早急に機能回復工事を行う。 

 

 

 
 

 

長寿命化イメージ 

 

- 15 -



２）劣化状況調査結果 
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（参考） 

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」より抜粋 
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（４）施設整備の基本的な方針等 

① 建築物の長寿命化計画の基本方針 

文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）に従い、本学の長寿命化計画を策定する。 

なお、策定にあたっては、下記の指針や手引きを参考とする。 

 

 

【国立大学法人等施設の維持管理等に関する指針・手引】 

 

<点検・診断> 

・「国立文教施設保全指針」（平成12年3月） 

施設の維持管理にあたり配慮すべき基本的事項を示した指針 

・「大学施設の性能評価システム」（平成23年3月） 

建築物各部の老朽状況や教育研究基盤機能などの五つの評価指標により施設の状態を 総合的に判断する手

法を示した手引 

・「国立大学等施設設計指針」（平成26年7月改訂） 

施設の機能面の点検・診断やその結果を改修等へ反映させる際に参照できる、施設 を設計する際の基本的

考え方や留意事項を示した指針 

 

<行動計画・個別施設計画の策定> 

・「国立大学法人等施設整備５か年計画」（平成13年度～） 

・「国立大学等キャンパス計画指針」（平成25年9月） 

国立大学法人等が行動計画・個別施設計画を検討、策定する際に参照、考慮が必要な、施設整備の中長期的

な方針やキャンパス計画策定のための指針 

・「国立大学法人等施設ＬＣＣ算定ソフト」（平成23年6月） 

ライフサイクルコストの計算により修繕・改修等の概要額を簡易に算定するソフト 

・「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成29年3月） 

・「国立大学法人等施設の長寿命化に向けた基本的な考え方の整理」（平成30年3月国立大学法人等施設の長寿命

化に向けたライフサイクルの最適化に関する検討会） 

 

<改修単価の設定> 

・「令和2年度 国立大学法人等施設整備費等要求書・同関係資料 作成要領」 
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② 改修等の基本的な方針 

１）長寿命化の方針 

中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減・予算の平準化を実現するため、以下に示すような建築物を除

き、建替より工事費が安価で、廃棄物や二酸化炭素の排出量が少ない長寿命化改修への転換を図る。 

 

・鉄筋コンクリート劣化が激しく、改修に多額の費用がかかるため、建替した方が経済的に望ましい建築物 

・コンクリート圧縮強度が著しく低い建築物（おおむね13.5N/mm2 以下） 

・基礎の多くの部分で鉄筋が腐食している建築物 

・校地環境の安全性が欠如している建築物 

・配置に問題があり、改修によっては適切な教育環境を確保できない建築物 

・学校の適正配置など地域の実情により建替せざるを得ない建築物 

・施設の特性上、仮移転先が確保出来ない等、長寿命化改修に適さない建築物 

 

○目標使用年数の設定 

学校建築物の法定耐用年数は、鉄筋コンクリート造47年、鉄骨造34年、木造22年となっているが、これは税務

上、減価償却費を算定するためのものである。物理的な耐用年数はこれより長く、鉄筋コンクリート造の場合、適

切な維持管理がなされ、コンクリートや鉄筋の強度が確保される場合には70～80年程度、さらに、技術的には100年

以上持たせるような長寿命化も可能である。 

これを踏まえ、構造躯体の健全性の評価結果等に基づき、学校建築物の目標使用年数を設定する。 

 

○改修周期の設定 

あらかじめ設定した目標使用年数まで使用するため、必要な改修の周期を設定する。例えば、築20年経過後に原

状回復のための改修を行い、目標使用年数の中間期に長寿命化改修を実施、その後建替までの期間に再度原状回復

のための改修を行うなど、定期的に必要な改修を行うことで建築物を長寿命化する。このことにより、学校建築物

の機能・性能の低下を長期間放置することなく、求められている水準まで引き上げる機会を定期的に得ることがで

きる。 
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２）目標使用年数、改修周期の設定 

１．建築物の更新年数 

長寿命化を図る建築物の耐用年数は80年を目標とし、20年程度の間隔で建築物の性能を維持するための整備を実

施する。 

ただし、劣化が著しく構造体の耐久性が確保できない建築物や、小規模建築物等で集約化したほうがコストの縮

減が可能な建築物、天井高が十分でない等の理由により改修では教育研究ニーズへの対応が困難な建築物について

は、建替や集約化等についても検討する。 

また、改修により新築時の性能まで機能を回復させるために、建替と同程度のコストがかかることが見込まれる

可能性がある場合についても、建替や集約化等を検討し、将来的に負担が少なくなるように計画する。 

これまでの従来型の改修（事後保全）では、施設・設備にトラブルが発生した後に改修を行うことが多く、建築

物全体の機能に相当な支障が発生する水準にまで建築物の劣化が進み、結果として40～50年で建替されてきた。し

かし、本計画に基づき、予防保全的な維持管理（長寿命型改修）を推進し、劣化が軽微な段階でメンテナンスを実

施し、建築物を良い状態に保ち続けるとともに、機能向上を伴う改修を行うことで、建築物の長寿命化と維持管理

費の縮減を図ることとする。なお、劣化状況を踏まえてさらに長く使える建築物は耐用年数を超えて使用する。 

 

２．各部位の更新年数 

長寿命化を図るためには、適切な時期に各部位を更新することが必要である。基本的には下記の間隔で更新する

ものとするが、劣化状況に応じて適宜必要な修繕を行う。また、内装等は、教育研究等に支障の無い範囲で自己財

源を用いて修繕し、長寿命化改修にあわせて全面的な整備を行う。グラウンドは経年30年ごとに排水改善等の整備

を実施するものとする。 

 

①屋上 

・コンクリート押え（アスファルト防水） 20年 

・露出シート防水 20年 

 

②外壁 

・タイル張り（全面的な浮き補修 等） 40年（50％は20年で改修） 

・塗装・仕上塗材 40年（50％は20年で改修） 

 

③設備 

・照明器具 40年（10％は20年で改修） 

・エレベーター 40年 

・空調設備（ＥＨＰ・ＧＨＰ） 20年 

・衛生設備（便所） 40年（20％は20年で改修） 

・受変電設備 40年（受水槽受変電設備以外は建物大規模整備と同時に更新する計画とする） 

 

④ライフライン 

・受水槽 30年 

・屋外電力線 30年 

・屋外通信線 30年 

・屋外給水管 30年 

・屋外ガス管 30年 

・屋外排水管 30年 
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○改修比率 
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（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

① 改修等の整備水準 

長寿命化において配慮すべき性能に対して、社会要求水準の高まり等に対応し、施設レベルの向上を図ることとす

る。 

 

○主な改修内容 

・屋上防水の性能向上 

・既存サッシの複層ガラス化等による高断熱、高気密化 

・便所や調理室などの乾式化 

・LED 照明、高効率空調等の省エネルギー化 

・バリアフリー化への対応 

・法令上既存不適格の解消 

・防災・防犯機能の向上 

 

② 維持管理の項目・手法等 

学校施設における主な点検・調査には、法令で義務付けられている建築基準法第12条点検（3年ごと）や設備機器の

定期点検等があるが、施設課職員及び保全業者による日常点検や建築物の老朽度を把握する老朽度現地調査を行うこ

とで老朽箇所や危険箇所の早期発見、適切な修繕を早期に実施することが可能となる。 

そこで、日常点検の確認事項や老朽度調査にあたっての評価項目を定めた調査マニュアルを作成し、定期的に点

検・調査を行うこととする。原則として6年毎に点検を実施し、劣化状況評価を更新していく。劣化状況に大きな変化

が見られる建築物については、早急に修繕を行い、機能の回復を図る。 

 

○日常点検 

主に修繕や小規模工事で対応する不具合箇所や危険箇所の把握を目的とし、年1回を目安として施設課職員による

キャラバンや保全業者で点検を実施する。 

 

○老朽化現地調査 

学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書に掲載されている「劣化状況調査票」を用いて目視や打診等により建

築物の老朽度を棟別に評価し、総合的な老朽度を調査する。 

6年に1回を目安として、建築基準法第12条点検と併せて調査を実施する。 
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○劣化状況調査票（記入例） 
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（６）長寿命化の実施計画 

① 改修等の優先順位付けと実施計画の方針 

１）実施計画の方針 

経年の進んだもの、健全度の値が低いものを優先して、施設整備費補助金概算要求を行っていくことを基本とし、

不動産売却等により収益を得た場合は実施可能なものから整備を行う。 

 

○財源 

性能維持改修（予防保全） 自己財源（目的積立金等）、施設費交付金他 

長寿命化改修 施設整備費補助金、施設費交付金 

建替 施設整備費補助金 

改修ストック解消 施設整備費補助金、施設費交付金、 

自己財源（目的積立金等） 

不要建築物の除却（とりこわし） 自己財源（目的積立金等）他 

 

○性能維持改修（予防保全）について 

屋上防水や外壁などの劣化を放置し続けた場合、建築物の寿命に影響を及ぼすことが想定されることから、日

常的・定期的に点検を行い、不具合（異常、故障等）箇所を早期に発見することにより、適切に処置することを

基本とする。ただし、経年劣化や構成部品の磨耗に故障率が増大するため、性能を維持するための予防保全改修

を行うこととする。 

 

○長寿命化改修について 

老朽化した建築物を、将来にわたって長く使い続けるため、単に物理的な不具合を直すのみではなく、建築物

の機能や性能を現在の学校が求められている水準まで引き上げることを目的として改修を行う。財源については

施設整備費補助金、施設費交付金で対応する。 

 

○建替について 

本学の建築物は1960年代頃から建てられたものが多いため、2040年代からは建替を中心とした整備を行う必要

があると見込まれるが、2018年以降の大学進学者数は18歳人口の減少とともに下がる（いわゆる2018年問題）だ

けでなく、少子化により初等中等教育を受ける人口が減少し続ければ、それに伴って小学校・中学校等の教員需

要が減少することとなる。そのため、教員養成大学全体で現状の規模を維持し続けるということは難しいと言わ

ざるを得ない。 

そこで、本計画では今後は同量の建築物を保有し続けていくことはせず、建替を実施する際には、現行の面積

を90％に抑制することを目標とする。これにより保有面積は10％削減されることが見込まれる。財源について

は、施設整備費補助金で対応する。 
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○要修繕ストック解消について 

本計画に従い、建築物の維持管理を建替中心から長寿命化へ転換していくことを予定しているが、本学の建築

物の中には経年による機能・性能の劣化により、建築物を使用するにあたって既に相当な支障が発生する水準に

達している建築物が存在する。 

具体的には、劣化状況評価で「Ｄ評価」を受けている部位を「要修繕ストック」として位置付けしており、現

在要修繕ストックが多数積み上がっている状況である。それらを放置し続けることは建築物の寿命を縮めること

になりかねず、早急な対応が求められるため、今後5～10年以内を目標として改修することとする。 

財源については、自己財源で対応できるものは、実施可能なものから対応することとするが、金額が大きく自

己財源で対応しきれないものは、類似性の高いものをライフライン再生事業として集約し、施設整備費補助金や

施設費交付金で対応する。 

 

○建築物総量最適化と不要建築物の除却（とりこわし）について 

長期的に必要な建築物と、将来的に不要となる建築物の仕分けを検討し、重点的な投資により、限られた予算

投資にメリハリをつける。教育研究施設は機能向上を図る建築物、管理施設・体育施設・課外活動施設は機能維

持を継続する建築物、ライフラインは最小限の費用負担により安全性を確保する施設と位置づける。機能維持を

継続する建築物については建替時に集約をはかることとする。 

50㎡未満の小規模建築物や、木造職員宿舎等については、必要性が低いものは廃止して除却（とりこわし）す

るなど、コスト縮減に努める。対象とする建築物は以下の表のとおり。なお、今後も保持しなければならないと

判断した建築物については、規模を見直すなど精査した上で、必要最小限の整備を行うこととする。これによ

り、計画通りに建築物を除却した場合、保有面積は419㎡削減されることが見込まれる。 

 

 

対象建築物 
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○更新費用と更新時期の平準化について 

本計画の実効性を高めるために、建築物の耐用年数は80年と設定しているが（経年40年で長寿命化改修・経年

80年で建替）、年数どおりの時期に実施することとした場合、年間4～6棟程建築物を改修・建替しなければなら

ない年度が発生する。今までの改修履歴を踏まえると建築物の大規模工事は年間1～2棟程度の整備が多く、仮移

転できるスペースも限られていることから多数の建築物を一度に整備するのは現実的ではない。また、予算面か

ら考えても、まとまった予算を確保することは困難である。 

そのため、年間の改修する建築物の棟数を上限2棟と定め、2棟を超えた分については、劣化の少ない建築物の

更新時期を後ろ倒しにすることで建築物の延命と費用の平準化を図ることとする。（後ろ倒しするのは15年程度

までとする。） 

また、講義棟の改修は講義スペースが不足することがないよう、講義1号棟・講義2号棟・講義4号棟を同時に整

備しないこととする。 

歴史的建造物である教育資料館は建替を行わず、40年毎に長寿命化改修を実施する計画とする。さらに、建物

の性質上、仮移転が著しく困難である音楽棟Ａ・音楽棟Ｂ、構造体の劣化が著しい防災倉庫・部室１～５は、長

寿命化改修を経ずに建替を実施する計画とする。 

なお、性能維持改修（予防保全）・ライフライン再生についても、これまでの改修履歴を踏まえ、建築物大規

模工事とは別に、性能維持改修年間上限2棟、ライフライン再生年間上限1事業と定めることとする。 

 

 

（建築物大規模工事整備時期のイメージ）
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２）試算条件の設定 

１．基本条件設定 

 

○建替周期設定 80年 

 

○建物種別単価 

文部科学省大臣官房文教施設企画部が作成している「令和2年度 国立大学法人施設整備費等要求書・同関係資

料 作成要領」をベースに棟毎の改修単価を設定する。 

 

○地域別補正係数 奈良 99％ 

 

○小規模補正単価 23.3千円/㎡ 

 

○改修比率設定及び改修範囲設定 

 
 

 

○エレベータ改修単価設定 

 
   ※エレベータは改修面積に比例しないため、別途積み上げることとする。 

 

○特殊工事費について 

特殊工事については、平成22年度～令和元年度に交付された施設整備費補助金の金額と、本要領により算出さ

れた一般工事費(特殊工事の金額を除いた金額。ただし耐震補強の費用は除く)を比較し、上記の条件により算出

した金額に49.5%加算する。 
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２．棟毎の条件設定 

 

（設定例） 

 

 

① 大型改修実施年度の設定 

実態報告の<15>大規模改修歴を参照し、過去に施設整備費補助金で大型改修等を実施している場合は、その年度を更新周期の半分が経過（経年40年）したものとして改

修の周期を設定する。 

 

② 建物種別単価の設定 

「令和2年度 国立大学法人施設整備費等要求書・同関係資料 作成要領（単価編）」に基づき、建物種別単価を設定する。当該建築物の整備目的及び利用計画等によ

り選定することとし、対象区分又は対象建築物が複数にわたる場合は、主たる用途を選定する。なお、文系・理系の区分は「国立大学法人等施設実態報告要領」＜参考２

＞に準じる。 

 

③ 小規模補正の設定 

「令和2年度 国立大学法人施設整備費等要求書・同関係資料 作成要領（単価編）」に基づき、建物種別単価に小規模補正分の単価を加算する。計算式は下記のとお

り。 

延べ床面積 小規模補正 

700㎡未満 23.3 

700㎡以上1,000㎡未満 77.3×(1-棟計/1,000) 

 

④ エレベーター設置台数の設定 

棟毎に設置されているエレベーター（ダムウェーター含む）の台数を設定し、台数分の修繕費用を加算する。 

 

⑤ 改修比率 

棟毎に工種を設定する。 

 

３．棟毎の条件設定 

「１．基本条件設定」と「２．棟毎の条件設定」により、棟毎に改修費用を算出する。 

 

② 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 

本学は学生及び児童・生徒の数が減少する中で建築物の維持・更新費用が増加するという矛盾を抱えており、①施設保有のあり方、②維持・更新コストの削減及び財源確

保は大きな課題となる。個々の学校建築物の長寿命化（保全計画）だけでは限界があることから、財政制約ラインとコストの乖離を埋めていくため、学校建築物の配置や規

模、運営面・活用面等に及ぶ多面的な見直しが必要であり、適正化に向けた総合的な取組の方針を明確にする必要がある。 

そこで、本学における建築物の長寿命化による費用面での効果を検証するため、従来の事後保全的な維持管理による建替え中心方針と、予防保全的な維持管理による長寿

命化推進の方針について、維持管理費を試算して比較する。 

試算の条件は下記の通りとし、「（３）① ４）施設関連経費の推移」で算出した、過去6年間（平成26年度～令和元年度）の本学の施設関連予算の平均1.61億円/年を考

慮して、財政制約ラインを２億円/年と設定し、年間あたりの整備費用が財政制約ラインを大きく上まらないよう計画する。 

また同時に、照明器具LED化や、高効率空調導入により削減された光熱費や、公募型共同利用スペースの使用料を施設課修繕費に再配分する好循環サイクルを構築し、性

能維持改修のための自己財源確保に努めることとする。 

 

○試算条件 

名称 整備方法 備考 

従来型 

（スクラップアンドビルド） 

経年25年 大規模改修 

経年50年 建替 

経年25年 ライフライン再生 

未改修で経年25年を経過している建築物、経年50年を超過している建築物は、今後10年間で

全て改修・建替する。 

未改修で経年25年を経過しているライフラインは、今後10年間で全て更新する。 

長寿命型 経年20年 性能維持改修 

経年40年 長寿命化改修 

経年60年 性能維持改修 

経年80年 建替 

経年30年 ライフライン再生 

未改修で経年40年を経過している建築物、経年80年を超過している建築物は、今後10年間で

全て改修・建替する。 

未改修で経年30年を経過しているライフラインは、今後10年間で全て更新する。 

予算平準化型 

 

経年20年 性能維持改修 

経年40年 長寿命化改修 

経年60年 性能維持改修 

経年80年 建替 

経年30年 ライフライン再生 

未改修で経年40年を経過している建築物、経年80年を超過している建築物は、今後15年間で

全て改修・建替する。 

建替時、整備面積10％減 

未改修で経年30年を経過しているライフラインは、今後15年程度で更新する。 

予算の平準化により整備する（建築物の長寿命化改修・建替は合計年間上限2棟、性能維

持改修は年間上限2棟、ライフライン再生は年間上限1事業）。 
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③  試算結果と費用削減効果 

 

 ①従来型（ｽｸﾗｯﾌﾟｱﾝﾄﾞﾋﾞﾙﾄﾞ） ②長寿命化型 ③予算平準化型 

総事業費 

（80年間） 

約415億円 約373億円 約253億円 

年間平均事業費 

（80年間） 

約5.19億円/年 約4.66億円/年 約3.17億円/年 

費用削減効果 

（① との差額） 

― 約42億円（約10.1％） 約162億円（約39.0％） 

財政制約ライン 

（約1.61億円）との差額 

 

約3.58億円/年 

 

約3.05億円/年 

 

約1.56億円/年 

 

「従来型」の建替中心計画と、予防保全的な維持管理による長寿命化推進の方針について、今後80年間の整備費を

試算したところ、上記の結果が得られた。 

「従来型（スクラップアンドビルド）」から「長寿命化型」の施設整備に移行することで、今後80年間の総事業費

約42億円（約10.1％）削減できる。さらにコストを縮減するため、点検により劣化・損傷等老朽化の状況を的確に把

握し、優先順位をつけてトータルコストを縮減する「予算平準化型」を実施する場合、約162億円（約39.0％）の費用

削減効果が得られるという結果となった。 

「予算平準化型」の施設整備で必要となる費用約3.17億円/年は、過去6年間の施設関連経費の平均約1.61億円/年を

上回ってはいるが、目的積立金等を活用すれば持続可能な金額であり、建築物の長寿命化推進という目的と、財務負

担の軽減・予算平準化という課題を両立することができる計画である。本計画に基づき、施設整備を執行していくこ

とにより、安全・安心かつ良好な教育研究環境を維持することができる。 

ただし、この改修計画は今後も施設整備の予算措置が同等以上確保されることや、保有施設が現状以上に増えない

こと等が前提条件となっており、危ういバランスの上に成り立っているといえる。本計画が破綻することがないよ

う、予算確保や施設維持管理に取り組むことが求められる。 
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④ 実施計画 

○今後80年間の整備計画年表 
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（７）長寿命化計画の継続的運用方針 

① 情報基盤の整備と活用 

建築物を適切に維持管理するためには、データベース等を作成することにより、過去の修繕・改修の履歴を把握

し、情報を蓄積していくことが重要である。 

本学では、発注図面をpdf化し、ファイル名に下記の情報を盛り込んで保存し、施設課職員が共有することによ

り、工事履歴を管理していくこととする。 

 

○管理する主な内容 

・工事件名 

・施工した団地の番号 

・施工した棟の番号 

・竣功した年度 

 

なお、一般競争入札案件については、上記に加え、契約金額・費用の財源・工事写真等をデータ化して案件毎に

整理し、管理している。 

 

② 推進体制等の整備 

本計画を継続して運用していくためには、組織体制の充実が必要である。施設整備委員会を中心として、施設課

が本計画を含むマネジメントを行っていくが、執行部や財務課と協議して、施設整備に必要な予算の確保に努める

こととする。 

また、日常の施設管理の質を向上するため、定期的な巡回点検や各種保全業務報告書を活用して、不具合箇所の

早期把握と対応を図るPDCAサイクルを確立する。 

 

③ フォローアップ 

本計画は、建築物の改修や建替の優先順位を設定するものであり、随時、実施年度や事業費等を精査の上、施設

整備委員会において審議し、優先順位を決定するものとする。 

また今後も、施設整備費補助金概算要求の結果や建築物の劣化状況、財政的事情の変化等を反映して、本計画は

見直しを図るものとする。 
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